
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010105010102 事務事業名 市政功労者表彰事務
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

政策名 05 きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり） 担当課長 徳田　忍

施策名 01 市民参画でつながる地域社会の形成 グループ 市政推進・秘書グループ

基本事業名 01 市民活動の支援と協働の推進 内線番号 1211

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H H19 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 一般管理費 根拠法令・条例等 霧島市民表彰に関する規則

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

表彰式開催回数 回 1 1 1 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市政功労者 対象者数 人・団体 168 100 173 100 100

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

表彰される 人・団体 1,501 1,601 1,674 1,774 1,874

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 668 1,063 848 714 714

千円 668 1,063 848 714 714

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 668 1,063 848 714 714

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本市の行政、教育、文化、スポーツ、保健福祉、産業経済、社会活動及びその他の公益の事業に関して、著しい功績のあった個人又は団体を表
彰し、その功績をたたえる。その功績を広報誌やホームページを通じて、広く市民に周知することにより、市民のまちづくりへの意識の醸成を図る。
　業務手順（対象者の推薦依頼、対象者の選考、案内関係事務、表彰状等作成、会場準備、本番）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア のべ被表彰者数（平成19年度からの合計）

イ

ウ

　「道義高揚・豊かな心推進大会」、「新春市民のつどい」など道義高揚に関するイベント内容の充実や市民総参加による「ふれあいボランティア」等
の推進により、地域社会を形成する市民意識の醸成を図ります。
　また、地区自治公民館・自治会が実施する地域活動及び市民団体（ボランティア団体、NPO等）が実施する公益的な活動に対する支援を行うとと
もに、連携・協働体制の強化を図り、市民参画によるまちづくりを推進します。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

合併前に各市町で行われていた表彰を、新た
に霧島市として継承する方法を検討した結果、
平成19年度に規則を制定し、実施している。
成績優秀部門において、市民から芸術や文化
活動での表彰者が少ないのではないかとの意
見や、議会から表彰者数が多いのではないかと
の意見があった。 投

入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

功績部門（5名）、永年勤続部門（73名）、成績優秀部門（94名）、特別表
彰（1名）、感謝状（0名）　計173名

本市の市制施行を記念し、行政、教育、文化、スポーツ、保健福祉、産業
経済、社会活動等の様々な分野から、功績のあった市民を表彰し、その
功績をたたえた。その功績を広報誌やホームページを通じて、広く市民
に周知することにより、市民のまちづくりへの意識の醸成を図ることができ
た。
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0102010105010102 市政功労者表彰事務
総務部

秘書広報課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
市民の市政やまちづくり活動への関心が薄れる。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市政功労者を表彰し、その功績を広報誌やホームページを通じて
広く市民に周知することにより、市民のまちづくりへの意識の醸成
が図られるため、市政の発展や公益の増進に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市民参画によるまちづくりを推進するために、市民のまちづくりへ
の意識の醸成を図ることは重要であることから、市が本事務事業を
行うことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
公平性を保つために、永年勤続部門や成績優秀部門については
推薦基準を設けていることから、基準に達しない限り、被表彰者の
数は増えないものの、関係団体や学校に対して表彰制度の更なる
周知徹底を図ることで、功績部門やスポーツ以外の芸術・文化の
成績優秀者など、新たな候補者を掘り起こせる可能性がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

被表彰者への賞状・額縁・記念品など、必要最小限の経費で事業
を行っており、これ以上の削減は困難であるものの、開催時期の
近い他のイベントと同時開催することで、事務の軽減が図れる。（
平成30年度は試行的に「健康福祉まつり」等のイベントと同時開催
した。）

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

被表彰者の選考や表彰の準備に係る業務については、必要最小
限の人員で対応しており、これ以上の削減は困難であるものの、
開催時期の近い他のイベントと同時開催することで、イベントに携
わる人員の削減が図れる。（平成30年度は試行的に「健康福祉ま
つり」等のイベントと同時開催した。） 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

被表彰者の基準を設けることで公平性を確保している。
市が表彰するものであり、受益者負担を求めるものではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

昨年度は、表彰基準や表彰式の実施方法など制度の一部見直しを行った。今年度は、見直し後の制度の検証を行いながら、表
彰基準などについて更なる見直しの余地がないか検討する。また、関係団体や学校に対して、制度の更なる周知徹底を図り、功
績部門やスポーツ以外の芸術・文化の成績優秀者など、新たな候補者の掘り起こしを行うとともに、広報グループと連携して、市
民へのまちづくりの意識の醸成をはかるための、より効果的な広報のあり方についても検討する。

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

2020年度についても市制施行を記念し、さまざまな分野から功績のあった市民を表彰することにより、市民一体となった意識の醸
成が図られるように、基準に沿って公平性を確保しながら実施する。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010105010102 市政功労者表彰事務
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 640 551 551

9 0 0

10 0 0

11 203 153 153

154 120 120

0 0

0 0

49 33 33

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 5 10 10

5 10 10

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

848 714 714

0 0

0 0

0 0

0 0

848 714 714

計 848 714 714

当初予算 1,063 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,063 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010106010104 事務事業名 秘書事務
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

政策名 06 しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり） 担当課長 徳田　忍

施策名 01 市民の視点に立った行政サービスの提供 グループ 市政推進・秘書グループ

基本事業名 01 効率的で適応力に富んだ行政運営と市民サービスの提供 内線番号 1211

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 一般管理費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

旅費が発生した出張件数 件 47 54 43 45 45

旅費が発生した出張に随行した件数 件 28 34 22 25 25

市長賞の交付及び懸垂幕の作成件数 件 29 34 44 37 37

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市長、副市長 人数 人 3 3 3 3 3

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

公務が円滑に行える 市長・副市長の公務に支障があった件数 件 0 0 0 0 0

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 6,186 9,238 5,871 6,932 6,932

千円 6,186 9,238 5,871 6,932 6,932

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 6,186 9,238 5,871 6,932 6,932

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

市長、副市長の公務を円滑に行うことができた。

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市長・副市長の秘書業務（公務日程管理、公務に伴う資料作成、来客対応、公務関連情報の収集と市政の情報発信等）
　（報償費）来客時や出張時に渡すお土産等の購入、各種行事の際の市長賞の品物の購入
　（旅　費）市長・副市長の会議等出席による旅費
　（需用費）新聞代、来客用お茶代、市長・副市長の名刺印刷代
　（役務費）電話料、切手・はがき代、新聞広告代
　（委託料）懸垂幕作成委託
　（使用料及び賃借料）タクシー利用料、駐車場・有料道路利用料
　（負担金補助及び交付金）各種会議出席負担金、各種協議会分担金・会費

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

　行政評価を活用し、確実に事務事業を振り返り、問題点・課題を洗い出し、必要とされる見直しや改善を行う、成果重視型の行政運営を推進しま
す。
　また、業務最適化の観点から、業務の必要性の検討や民間活力の導入等を行うとともに、必要とされる組織機構や職員配置の見直しを行います。
　さらに、行政手続きの簡素化などによる利便性の向上や受付業務における接遇向上に努め、市民から信頼される窓口サービスを提供します。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

合併による行政規模の拡大や行政需要の増大
により、市長や副市長等に出席依頼のある会議
や行事等の件数も増えていることから、より効率
的な公務の遂行が求められている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

【報償費】　286,080円
【旅　 費】　2,495,843円
【需用費】　217,395円（消耗品費、食糧費、印刷製本費）
【役務費】　208,138円（通信運搬費、広告費、手数料）
【委託料】　275,400円
【使用料及び賃借料】　159,560円
【負担金補助及び交付金】　2,559,550円
　合　計　6,201,966円
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0102010106010104 秘書事務
総務部

秘書広報課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
市政の推進や公益の増進に影響がある。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市長、副市長が公務を円滑に行うことによって、市政の推進や公
益の増進につながることから結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市政の推進や公益の増進を図るためには、市民の代表として行う
市長や副市長の公務が円滑に行われることが重要であることから
、市が本事務事業を行うことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
公務日程や移動手段を工夫することで、効率的に公務を行える余
地がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

公務出張については、ホテルパックや割引航空券などの利用、公
用車を活用することなどにより旅費を削減できる余地がある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

公務日程の管理については、システム化したことで作業が簡略化
され、作成にかかる時間が短縮できている。今後は、システム外の
日程調整に係る情報や公務に伴う資料の提供体制づくりなどに改
善の余地がある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

住民や団体からの公務出席依頼があれば、日程調整が可能なか
ぎり対応していることから、受益機会は公平である。また、受益者
負担を求めるものではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

航空機を使用した公務出張の際、ホテルパックや割引航空券を利用するなど予算削減に努めているが、急な公務日程の変更に
より、変更手数料がかかる場合がある。今後は、できる限り変更することがないような日程の管理と、より安価な航空券を利用できる
ように予約を工夫する。
公務日程の管理については、システム化したことで作業が簡略化され、作成にかかる時間が短縮できた。今後はシステム外の日
程調整に係る情報や資料の提供体制づくり、システム登録情報の関連業務への活用などをグループ内で検討する。

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

2020年度についても、市長・副市長の公務を円滑に行うため、正確な日程調整を行うとともに、効率的に公務を行えるように公務
日程を工夫し、無駄の無い予算執行を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010106010104 秘書事務
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 278 520 520

9 2,336 3,938 3,938

10 0 0

11 102 291 291

43 45 45

0 0

16 100 100

43 146 146

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 186 279 279

148 183 183

38 94 94

0 2 2

0 0

13 275 352 352

14 134 465 465

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 2,560 1,087 1,087

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

5,871 6,932 6,932

0 0

0 0

0 0

0 0

5,871 6,932 6,932

計 5,871 6,932 6,932

当初予算 9,238 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 9,238 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010506010301 事務事業名 ラジオ広報事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

政策名 06 しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり） 担当課長 徳田　忍

施策名 01 市民の視点に立った行政サービスの提供 グループ 広報グループ

基本事業名 03 市民と行政による情報の相互活用 内線番号 1611

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ＭＢＣラジオ放送回数 回 0 0 0 0 0

ＦＭきりしま放送回数 回 260 260 260 260 260

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

県民 人口（県人口動態調査） 人 *** *** *** *** ***

市民 人口 人 125,338 125,969 124,785 126,230 126,490

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

市の情報を知ってもらう 放送回数（ＭＢＣラジオ） 回 *** 0.0 0.0 *** ***

市の情報を知ってもらう 放送回数（ＦＭきりしま） 回 260 260 260 260 260

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,994 2,994 2,495 3,022 3,050

千円 2,994 2,994 2,495 3,022 3,050

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,994 2,994 2,495 3,022 3,050

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　ＦＭきりしまと契約し、市政情報をはじめ、観光情報やイベント情報などを放送する。
　◎ＦＭきりしま（平成２５年６月開局）
　　　・放送日は毎週月曜日～金曜日、朝８時から１０分間、夕方５時半から１０分間（番組名：知っ得情報！ クロスきりしま）
　　　・１０分間のうち、３分半は情報を発信したい市の担当課の職員や関係者がスタジオに出向き、パーソナリティーとの対談形式で収録。
　　　　残りの時間は、市の広報誌に掲載してあるお知らせ情報を放送。
　　　・イベントの中止情報、台風接近に伴う情報等を随時放送したり、緊急時はＦＭきりしまとの協定により市が直接割り込み放送を行うことが可能。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

　広報誌やホームページのほか、SNSなどのコミュニケーションツールを活用するとともに、様々な機会を活用しながら、積極的かつ魅力ある情報発
信や情報公開を進めます。
　また、市民が市政運営に参加しやすく、意見を出しやすい仕組みづくりを進めるとともに、市民から寄せられた意見については、市政への適切な
反映を図ります。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・ＦＭきりしまが平成２５年６月に開局。スマートフ
ォンのアプリにより、世界中で聞ける。
・中山間地域の市民よりＦＭきりしまを聴くことが
できないとの声がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

①広報誌への掲載依頼があった際に、FMきりしまでも周知するよう担当
職員に依頼した。
②台風時の避難情報など、市政情報番組以外の時間にもリアルタイムで
市民へ周知した。

①FMきりしまのスマートフォンのアプリのダウンロード数が確実に増加し
ており、FMきりしまの聴取者が増加したと考えられる。
②FMきりしまでの収録について、職員の出演がスムーズに行えるようにな
った。
③市民生活に密着した情報を提供することでFMきりしまの認知度が向上
した。
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0102010506010301 ラジオ広報事業
総務部

秘書広報課

理　由

①

■

☐

☐

②
行政情報を中心とした市の情報提供であるため、妥当である。

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

■

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市の情報をラジオにより広く告知することで、行政の活動内容が明
らかになるので、施策体系と結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
成果指標を放送回数としている。
これ以上放送回数を増やすことはできないことから成果の向上余
地はない。

※ラジオ番組の聴取率を把握できれば成果指標として設定でき、
向上余地があるとなるが、現状では把握できない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
霧島市の情報を霧島市民に直接伝えることができなくなるため影
響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

広報きりしま発行事務事業
ホームページ管理運営事業　防災無線

 類似の事業はない ラジオで告知する情報については、広報誌の掲載原稿をもとに放
送原稿を作成したり、ホームページに掲載するなどして連携して対
応しているが、統合はできない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

委託経費については開局して間もなく安定的な経営体制になって
いないため、引き続き現状のままが望ましい。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員の業務は放送会社との契約及び支払事務と、番組の放送原
稿の作成が主であり、過去のデータを用いながら効率的に進めて
いることから、現状からの作業時間の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

ＦＭきりしまは中山間地域では電波が届かず聞けない。スマートフ
ォンのアプリで聞くことができるが、スマートフォンを使う方は年齢
構成的にも偏りがあるものと考えられる。市内全域で聴けるようにＦ
Ｍきりしまに改善を要望し、必要に応じて財政支援も必要である。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・ＦＭきりしまの難聴を解決し、災害情報や避難情報など身近な緊急情報を聴取できるようにするために、ＦＭきりしまに対して早
期の改善を要望するとともに、改善のために必要な基地局の整備等について、関係機関と連携し、必要に応じて財政的な支援の
検討を行う必要がある。
・公用車での移動中はＦＭきりしまを聴くよう職員に呼び掛けるとともに、難聴地域の把握にも努める。
・公用車にＦＭきりしまのステッカーを貼ることにより霧島市民へＦＭきりしまの周知を図る。

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

・ＦＭきりしまを市内全域で聴取できるよう株式会社FMきりしま及び関係機関と連携して対応する。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010506010301 ラジオ広報事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 2,495 3,022 3,050

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,495 3,022 3,050

0 0

0 0

0 0

0 0

2,495 3,022 3,050

計 2,495 3,022 3,050

当初予算 2,994 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 2,994 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010506010302 事務事業名 ホームページ管理運営事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

政策名 06 しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり） 担当課長 徳田　忍

施策名 01 市民の視点に立った行政サービスの提供 グループ 広報広聴グループ

基本事業名 03 市民と行政による情報の相互活用 内線番号 1614

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市のページ数 ページ 5,601 7,000 5,902 7,000 7,500

ホームページ作成研修回数 回 3 3 3 3 3

ホームページ作成研修参加者数 人 55 60 53 60 60

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 市民の数 人 125,338 125,969 124,785 126,230 126,490

国民 （対象指標は「市民の数」のみを掲載）

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

市政情報を知ってもらう 件 41,698 42,000 38,233 42,500 43,000

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,983 1,944 2,017 1,962 1,962

千円 0 73 0 551 140

千円 1,983 2,017 2,017 2,513 2,102

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,983 2,017 2,017 2,513 2,102

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　霧島市ホームページの管理運用を行う事務事業。
【具体的な手順】
①新規掲載、更新のページを各担当課が作成・決裁し、総合管理者（秘書広報課）にホームページ掲載承認を依頼する。
②秘書広報課でページを確認し、公開する。
③その他、広報誌の電子版やイベントカレンダー、バナー広告の掲載を秘書広報課で行う。
【その他】
市の行政情報を迅速、的確、効果的に提供するため、各課のホームページ管理担当者を対象にホームページ作成操作研修を実施する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア アクセス件数(トップページ月平均)

イ

ウ

　広報誌やホームページのほか、SNSなどのコミュニケーションツールを活用するとともに、様々な機会を活用しながら、積極的かつ魅力ある情報発
信や情報公開を進めます。
　また、市民が市政運営に参加しやすく、意見を出しやすい仕組みづくりを進めるとともに、市民から寄せられた意見については、市政への適切な
反映を図ります。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・スマートフォンの普及により、スマートフォンか
らホームページを見ることができるようになった。
・フェイスブックやラインの普及に伴い、フェイス
ブックやラインで行政情報を発信する自治体が
増えてきている。
・市ホームページをスマートフォン対応にしてい
る自治体が増えている。
・ホームページの外国語の自動翻訳ソフトが誤
訳が多いとの指摘がある。
・ホームページに動画を組み込む自治体が増え
てきている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

・イベントカレンダーがシステム化されていることから、行事やイベント等の
情報を把握し次第、随時入力し情報発信した。
・広報誌へ掲載依頼があった場合は、広報媒体に差が生じないよう、原
則ホームページの作成も義務化した。
・職員への操作研修を行い、積極的な情報発信を呼び掛けた。

・トップページアクセス数は、前年度と比べると減少したものの、ホームペ
ージリニューアル前の平成27年度（約24万件）と比較すると大幅に増加し
た状態を維持することができた。
・職員への操作研修等により、ページ数も増え、情報発信量が増加した。
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0102010506010302 ホームページ管理運営事業
総務部

秘書広報課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・連携 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市民に市の情報を知ってもらうことによって、市政情報を共有する
ことにつながるので結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市が市政情報を提供することは市の役割であり、市民に知らせる
責務があることから妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
フェイスブックやツイッター、ＬＩＮＥなどのＳＮＳと連動できることか
ら、さらなるホームページのアクセス数（閲覧数）増加が期待できる
。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
市ホームページによる情報発信を廃止することは、市民が市政情
報を入手する機会が無くなり、影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

広報きりしま発行事務事業
ラジオ広報事業

 類似の事業はない 主に広報誌やラジオを情報源にしているシニア世代、市ホームペ
ージなどのSNSを情報源にしている若者世代という各市民層に応
じた情報発信の役割があることから統合することはできない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事業費はホームページを維持管理していくために必要な最低限
の経費であり、これ以上の削減余地はない。
＊バナー広告により、一般財源が削減されている。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

本事業に携わる人員は必要最小限に留めており、これ以上の削
減や効率化を図ることはできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市ホームページは全ての人に公開していることから、公平・公正で
ある。また、市の情報を広く提供する事業なので、受益者負担を求
めるものではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

全ての年齢層に有効な広報媒体は存在しないので、広報誌やラジオなどの他媒体と連携し、それぞれの世代に合わせた媒体を
使い分けることが重要である。
特にSNSを使った効果的な情報発信を充実させ、管理者だけでなく全ての職員が広報担当という意識を持つために、引き続き職
員操作研修を開催し、職員の情報発信力を向上させる。

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

市政情報の情報発信媒体として市ホームページは重要であり、最終的な情報の着地点としての機能を発揮させるために、市民に
伝えたいことを詳細に掲載するとともに、他の広報媒体との連動性をさらに充実させる必要がある。

（１）事務事業の改革
改善方向性

11



0102010506010302 ホームページ管理運営事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 2,017 2,513 2,102

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,017 2,513 2,102

0 0

0 0

0 0

2,017 1,962 1,962

0 551 140

計 2,017 2,513 2,102

当初予算 2,017 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 広告掲載料 2,017

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 2,017 0

0

0

0

0

合　計 2,017

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010506010303 事務事業名 広報きりしま発行事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

政策名 06 しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり） 担当課長 徳田　忍

施策名 01 市民の視点に立った行政サービスの提供 グループ 広報グループ

基本事業名 03 市民と行政による情報の相互活用 内線番号 1611

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 26 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

年間発行回数（上旬号１２回、お知らせ版１０回） 回 22 22 22 22 22

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 市内の対象世帯 世帯 54,962 58,187 55,235 58,603 58,759

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

市の情報を市民に知ってもらう 広報誌を読んでいる人の割合 ％ *** *** *** *** ***

市の情報を市民に知ってもらう ％ *** *** *** *** ***

市の情報を市民に知ってもらう ％ *** *** *** *** ***

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 6,336 5,829 5,829 5,882 0

千円 26,465 27,095 23,768 26,883 33,271

千円 32,801 32,924 29,597 32,765 33,271

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 32,801 32,924 29,597 32,765 33,271

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

毎月２回発行。
○カラー版（毎月１回上旬に発行）＝市政方針、計画に基づいた特集、歴史や自然、風土を取り入れた記事、健康情報や子育て支援、環境対策、
環霧・湾奥情報などを掲載している。読者のコーナーでは市民の意見などを掲載し、霧島市をPRする絵はがきや市内店舗で利用できるクーポン券
を添付し、手にとってもらえる広報誌を目指している。
○お知らせ版（４月と１月を除き、毎月下旬に発行、２色刷り）＝行政、各種団体からのお知らせ、出生・死亡の案内、保健情報などを掲載している。
【発行までの流れ】
①掲載記事について年間計画を作成、②年間計画をもとに編集会議（先月号の反省、次号の編集方針検討）
③編集作業（取材、写真撮影、原稿作成、レイアウト、校正）、④発送（自治会を通じた市民への配布、スーパーや公共施設への配置）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ
市民が広報誌を読んでいる割合（２０～２９歳
）

ウ
市民が広報誌を読んでいる割合（３０～３９歳
）

　広報誌やホームページのほか、SNSなどのコミュニケーションツールを活用するとともに、様々な機会を活用しながら、積極的かつ魅力ある情報発
信や情報公開を進めます。
　また、市民が市政運営に参加しやすく、意見を出しやすい仕組みづくりを進めるとともに、市民から寄せられた意見については、市政への適切な
反映を図ります。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・市民から寄せられる読者のお便りでは広報誌
に対する高い満足度が感じられる。絵はがきや
クーポンも好評である。
・「自治会未加入世帯へも郵送してほしい」との
声や、自治会加入促進のために「大型スーパー
等に広報誌を置くのはおかしい」との意見が寄
せられている。 投

入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

・特集記事を編集し、市民に呼び掛けを行った。
（地域のひろば、救急救命、桂内の歴史、観光バス、貯筋運動、発達障
害、キリシマイスター制度、市の財政状況報告、漫然運転防止、口の健
康、人権問題、公民館講座など）
・絵はがきやクーポンの掲載、読者プレゼントの実施。
・広報きりしまの発行をお知らせするために、国分駅にパネルを掲示した
ほか、フェイスブックやホームページ、ＦＭきりしまで情報発信。

・平成30年全国広報コンクールで一枚写真が入選し、平成30年度県広
報コンクールに出品した広報誌も平成31年全国広報コンクールに県の推
薦で提出された。
・絵はがきやクーポンに対する評価が高く、読者の声のコーナーへのお
便りの数も年々増えている。
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0102010506010303 広報きりしま発行事業
総務部

秘書広報課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

・職員のスキルアップ（企画・文章・写真）

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市の情報を広く市民に伝え、行政の活動内容を知ってもらうため
の事務事業であり結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市の概要、事業を市民に伝えることは行政の責務であり、妥当で
ある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
これまでの市民意識調査では20代から30代の読書率が低いことか
ら、若い世代に読んでもらうための取組を行うことで成果を向上さ
せる余地がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
市民が市の情報を入手する機会が極端に減少するとともに、市民
から苦情が寄せられることが想定される。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

ホームページ管理運営事業
ラジオ広報事業　議会だより

 類似の事業はない 情報発信については、ホームページへの掲載やラジオでの放送
において連携している。議会だよりについては、市の情報を発信
する点では類似しているが、主たる内容が議会活動の報告である
ことから統合することはできない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

印刷製本費が主である。印刷費の削減のためにはページ数の削
減しかないが、情報量が減少する。また、特集記事も組めなくなり
、読んでもらうためのインパクトのある紙面づくりができなくなり、結
果として閲読率が低下する。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

広報誌編集には企画力、文章力、写真撮影の技術等、様々な技
量が求められ、スキル向上には相当な時間を要することから効率
的に時間を削減することが難しい。
また、土日や夜の取材も多く、業務時間を減らすことは難しい。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

自治会を通じた配布やスーパー・公共施設への配置により、全て
の世帯に広報誌が行きわたるようにしているので、受益機会は公
平。しかし、自治会未加入者でスーパー等まで交通手段がない高
齢者等から送付の要望もあり、自治会加入促進との関係も考慮し
ながら対応していく必要がある。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・職員のスキルアップ（企画・文章・写真）
・自治会の未加入者が年々増加しており、比例するように広報誌を自治会未加入者にも送付すべきとの意見が増えている。自治
会の未加入者に対する広報誌の配布のあり方について、今後のあり方を関係課と検討する必要がある。

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102010506010303 広報きりしま発行事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 146 40 40

10 0 0

11 29,185 32,364 32,870

0 60 60

0 0

0 0

29,185 32,304 32,810

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 259 336 336

259 336 336

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 10 10

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 7 15 15

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

29,597 32,765 33,271

0 0

0 0

0 0

5,829 5,882

23,768 26,883 33,271

計 29,597 32,765 33,271

当初予算 32,924 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入 1,005

0 その他 広告掲載料 4,752

0 その他 雑入 72

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 32,924 0

0

0

0

0

合　計 5,829

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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